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2016 年 7 月の南シナ海仲裁判断から、間もな

くで 2年を迎えようとしている。この間、全面勝

訴とも報じられたフィリピンが、仲裁判断を棚上

げして中国に接近したこともあって、南シナ海は

表面上の静けさを保ってきた。しかし、その潮目

は変化し、波は再び高まっている。本コメンタ

リーでは、南シナ海の今を中越比の動向を焦点に、

これまでの経緯を踏まえながら論考する。 

 

 

先ごろシンガポールで開かれたアジア安全保障

会議（シャングリラ会合）で、ジェームズ・マティ

ス米国防長官は、南シナ海での中国の継続的な軍事

拠点化を、脅しと威圧を目的としていると強く批判

した。会議の一週間ほど前には、ドナルド・トラン

プ政権下では 6度目となる「航行の自由」作戦もパ

ラセル諸島で実施された。今次の作戦が、前回まで

の 1隻体制から 2隻体制へと拡充されたことは、中

国の南シナ海進出に対する米国の強い懸念を表し

た。「航行の自由」を尊重してきたと自負する中国

からすれば、同作戦の主要な標的となっている現状

はさぞ不本意だろう。 

「航行の自由」が論点となるのは、中国によるそ

の実践が問題視されるところにそもそもの理由が

あるが、それは当初から南シナ海問題の一大争点で

あった訳ではない。元来の争点は、南シナ海に点在

する島礁等の領有権やその周辺水域における権益

をめぐる、クレイマント国同士の争いであった。

1992年、南シナ海問題に関して、ASEANとして初め

て発出された宣言（マニラ宣言）でも、「『航行の自

由』の尊重」は明記されていない。この定型句が初

めて登場したのは、1995年の第 28回 ASEAN外相会

議の共同文書であった。 

1995 年は、中国の南シナ海進出がフィリピン周

辺水域にまで及んだミスチーフ礁事件を受けて、南

シナ海問題が ASEAN 化・国際化した時期であった。

当時、リー・クアンユー上級相は、シンガポールは

クレイマント国ではないと前置きしつつ、海運に深

く依存する国として、争いが「航行の自由」を阻害

しかねないことへの懸念を示し、この文脈で南シナ

海問題は日米や欧州にも関係する国際的問題だと

指摘した１。時を同じくして、米国務省も南シナ海

問題に関する声明を出し、従来通り、領有権問題に

中立的な立場であることを述べつつ、「航行の自由」

の擁護が米国にとって根本的な利益であることを

強調した２。「航行の自由」は、中国の南シナ海進

出の積極化を背景に、域内外の非クレイマント国を

南シナ海へ引き付ける磁力を持つフレーズとして

登場したのである。 

南シナ海の国際問題化を招く「航行の自由」の争

点化は、クレイマント国同士、二国間での問題解決

を基本方針とする中国にとって望ましくなかった

だろう。ところが、今や「航行の自由」は、ASEAN

関連会議で南シナ海問題が言及される際に必ず触

れられ、それを合言葉に、米国だけでなく、日豪や

欧州諸国なども南シナ海への関心をますます高め

ている。興味深い点は、中国が避けたかったはずの

こうした状況が、中国自身の政策によってもたらさ

れたということである。 

南シナ海の今―中比越の動向を焦点に 
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この矛盾には、一方で、南シナ海での権益主張の

立場が劣勢となることへの中国の焦りがあっただ

ろう。例えば、南シナ海問題を一層国際化する契機

となった急速な埋め立ては、フィリピンが中国を仲

裁手続に付した直後に着手された。中国は不利な判

断が下されることを見越して、先手を打ったように

みえる。他方、その後も他のクレイマント国をはる

かに上回る大規模な埋め立てを続け、さらに軍事拠

点化も進めたことには、係る政策が生むコストを辞

さずに、より積極的に権益を得ようとする中国の姿

勢もうかがえる。 

特に、2018 年に入ってからの軍事拠点化は顕著

であった。4月、スプラトリー諸島のファイアリー

クロス礁とミスチーフ礁への電波妨害装置の設置

が、続く 5月、これら 2つの礁とスビ礁への YJ-12B

対艦巡航ミサイルと HQ-9B 地対空ミサイルの配備

が、それぞれ報道された３。さらに、中国は航空戦

力の展開も積極化した。5月、パラセル諸島のウッ

ディ島では、核ミサイルも搭載可能な H-6K 爆撃機

の離着陸訓練が実施された。同島には、これまでも

J-10、J-11 戦闘機が繰り返し展開されてきたが、

南シナ海の拠点に中国が爆撃機を展開したのは今

回が初とみられる。中国人民解放軍空軍いわく、「西

太平洋と南シナ海での戦いに備えて実施した」４こ

の訓練は、後述するベトナムとロシアとの共同資源

開発が公となったタイミングと時期を同じくした。

ベトナムも領有権を主張するウッディ島に、その本

土一帯を行動範囲に収める爆撃機を展開させたこ

とには、中国のベトナムに対する強いメッセージが

込められていただろう。また、スプラトリー諸島で

も、Y-8輸送機等を展開していることが確認されて

いるが、近い将来に H-6K が同諸島にも展開される

可能性もあり、そうなれば東南アジア地域のほぼ全

てはその行動範囲に収まる５。これらに加えて、人

民解放軍海軍や海警局の艦艇の動きも依然として

活発である６。 

振り返ってみれば、中国は、国際的な批判の高ま

りや米国の「航行の自由」作戦にも関わらず、南シ

ナ海でのプレゼンス強化という実を着実に得てき

た。このいわば成功体験は、中国に、軍事拠点化等

の政策はコストを伴うが、それは許容可能であり、

ゆくゆくは自ら主導の原理に南シナ海を服するこ

とができるとの自信を与えているかもしれない。軍

事力の増強とも相まった一層の軍事拠点化によっ

て、他国の船舶、特に軍艦の南シナ海への自由なア

クセス・活動の敷居が高まれば、中国はこうした自

信を深め得る。さらに、中国は、「南シナ海行動規

範（COC）」策定等の ASEAN との地域ルール形成に、

域外国の関与を局限する機会を見出している可能

性もある。 

冒頭で触れた、マティス長官の中国に対する強い

批判は、まさにこうした現状に改めて警鐘を鳴らす

ものであった。米国は、短期的・長期的な結果を目

の当たりにするとの警告も中国に発し、国防総省は

「手始め（initial response）」として、環太平洋

合同演習リムパック 2018 への中国の招待を取りや

めた。また、シャングリラ会合直後には、定常訓練

の一環として、B-52 戦略爆撃機をスカボロー礁周

辺で飛行させた。米国は、更なる対応策を検討して

いるとみられるが、ワンパターン化した南シナ海に

おける対中政策からの脱皮が大きな課題になって

いる。そこでは、日豪印や欧州諸国、ASEANもとも

に連携しながら、強硬な南シナ海政策には容易には

受け入れ難いコストが伴うことを、武力衝突には至

らない水準でいかに示せるかが要点となる。「航行

の自由」の擁護は、まさにその象徴となるキーワー

ドとして、ますます重みを増している。 

 

 

フィリピンは、軍事拠点化を懸念しつつも、引き

続き中国との良好な関係を維持している。それは、

政権存続を習近平国家主席が保証してくれたこと

に、ロドリゴ・ドゥテルテ大統領が勇気づけられる

ほどであるが、こうした状況を危ぶむ声も強い。し

かし、依然として高い支持率を得ているドゥテルテ

政権の対中政策に変化の兆しはみられず、むしろ実

利が期待できる中国への接近をより強めている。 

その象徴ともいえるのが、2018 年 4 月に両国首

２．対中接近のリスクを抱えるフィリピン 
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脳が合意した、南シナ海での共同資源開発の推進で

ある。開発先候補の 1つであるリードバンクは、パ

ラワン島沖、仲裁判断でフィリピンの大陸棚の一部

と結論付けられた場所にあり、豊富な天然ガスの賦

存が期待されている。その開発は、フィリピンに

とって急務となっている。人口が最も集中している

ルソン島の消費電力の 30％を賄う主要なマランパ

ヤガス田が、2020 年中盤には枯渇すると予測され

ているためである。しかし、リードバンクは中国の

「9段線」にも含まれるが故に、開発が難航してき

た。それが今、ドゥテルテ政権下での比中関係の良

好化を反映して、共同資源開発に向けた取組が進み

つつある。 

実は、これと似たような構図は以前にもみられた。

「ドゥテルテ大統領の対中政策は私の政策と同じ」

７と評した、グロリア・アロヨ政権期のことである。

アロヨ政権期、フィリピンの大規模インフラ事業に

中国が支援を約するなど、比中関係は黄金期を迎え

た。両国の蜜月関係は南シナ海問題にも投影され、

2004 年 9 月、リードバンクも対象とした海洋の地

震探査共同プロジェクト（JMSU）が、フィリピン国

営石油会社（PNOC）と中国海洋石油集団（CNOOC）

との間で合意された。なお、JMSU には、翌年 3 月

にペトロベトナム（PVN）も加わっている。 

このプロジェクトは、「いわくつき」であった。

中国との合意は、アロヨ大統領と、中国と取引して

いる企業と関連のある一部議員との間で決定され、

機微な案件にも関わらず、フィリピンの南シナ海政

策に携わる外務省等は関与できなかったとされる

８。さらに、プロジェクトの対象区域には、フィリ

ピンの領海のごく近く、他国が権益を主張していな

い水域も含まれていた。このことが明るみになると、

JMSU の違憲性を問う声が強まった。フィリピンの

憲法は、同国に属する天然資源の探査・開発は、国

家の監督下で実施し、他国の企業との共同プロジェ

クトに際しては、当該企業の 6割の資本をフィリピ

ン側が有する必要があると詳細なルールを定めて

おり９、この規定への抵触が問題視されたのである。

折しも汚職疑惑で批判を集めていたアロヨ政権は、

経済的見返りを優先して海洋権益を中国に譲った

として更なる批判に晒された。その結果、JMSUは、

3 年間の期限満了とともに 2008 年 7 月に失効と

なった。 

批判を集めた JMSU であったが、フィリピンが中

国との共同資源開発を検討すること自体は、現実的

な判断といえた。単独で資源開発できるだけの資金

や技術に乏しいフィリピンは、他国と組まざるを得

ないが、中国からの反発が想定される第 3国との連

携にも課題を抱える。リードバンク開発を担うフィ

リピン企業も、中国と協力する必要性を提起してい

る。SC-72と呼ばれる鉱区の権益を有するフォーラ

ムエネルギーの親会社、PXP エネルギーは、JMSU

失効後の 2012 年頃も、引き続き CNOOC との共同開

発を検討していた１０。また、PXP を傘下に置く、

ファースト・パシフィック（FP）の最高経営責任者

も、中国企業との協力が現実的であると述べていた

１１。こうした判断の是非は、FP が香港を拠点とし

ており、中国企業と近い関係にある事実を差し引い

て考える必要があるが、フォーラムエネルギーの

リードバンクでの調査活動に対する中国の妨害事

案が 2011 年に発生していたことを踏まえれば、妥

当な判断ともいえた。今般のドゥテルテ政権による

中国との共同資源開発の再始動もまた、現実的とい

えそうである。 

しかし、アロヨ政権の事例が示すように、中国と

の共同資源開発は、政権が強い国内批判に晒される

リスクもはらむ。ドゥテルテ政権が同じ轍を踏む可

能性は否定できず、むしろそのリスクは高まってい

るようにみえる。リードバンクがフィリピンの大陸

棚に属することが国際法の下で明確にされた今、そ

れを認めない中国との共同資源開発の違憲性が問

われる可能性はさらに高まった。また、共同資源開

発は、仲裁判断で全面勝訴を勝ち取ったにもかかわ

らず、結果的にフィリピン近海での中国のプレゼン

ス強化をもたらすという問題も抱えており、既に国

内の識者からは懸念の声が上がっている１２。さら
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に、マランパヤガス田に代わる主要ガス田へのコ

ミットメントは、長期的にみて中国の対比レバレッ

ジを強めかねないものでもある。 

現実的な選択肢とはいえ、自主的な対中接近が、

中国の強力な影響力の渦に飲み込まれる様相を強

めれば、ドゥテルテ政権は強い国内批判を免れ得な

い。それでもなお、ドゥテルテ政権は政策を固持し

て、ますます中国に近寄るのか、あるいは、政策を

一転させるのかは定かではない。しかし、いずれの

場合も南シナ海の緊張をにわかに高める危うさを

はらみ、ドゥテルテ政権下での「ノン・チャイナ」

オプションの在り方が、改めて注目を集めることに

なろう。 

 

 

南シナ海での資源開発は、ベトナムにも教訓を与

えてきた。先に触れた JMSU は、ASEAN を通じた南

シナ海問題へのアプローチの限界をベトナムが学

ぶ機会になったとされる１３。フィリピンこそは、

南シナ海問題の ASEAN 化の立役者であったにもか

かわらず、JMSU をめぐる議論は当初、比中間で進

められ、その情報が他の ASEAN 諸国に共有されな

かったことに、ベトナムは不信感を募らせたので

あった。フィリピンの方針転換が ASEANアプローチ

を難しくする構図は、ドゥテルテ政権がベニグノ・

アキノ前政権の南シナ海政策を一転させた近年に

も再現された。 

また、2014 年、中国がベトナムも領有権を主張

するパラセル諸島近海に石油掘削装置を設置した

事案は、ベトナムが対米協力の一層の強化を模索す

る契機になったとの指摘もある１４。2018 年 3 月、

米空母カール・ビンソンが、ベトナム戦争後初とな

る米空母のベトナム寄港（ダナン）を果たしたこと

は、両国の関係強化を印象付けた。中国が招待を取

り消されたリムパック 2018 に、ベトナムの初参加

が決まったことも特筆に値する。ベトナムは、対中

配慮にも余念がないが、これまでの教訓を糧に、日

米印等との二国間関係も着実に強化している。 

このように、海洋資源開発は、ベトナムの南シナ

海政策を考察する上での 1 つのキーワードになっ

てきたが、それは今後にも当てはまりそうである。

ベトナムは現在、経済発展を支えてきたバクホー油

田が既に衰退期にあるとされる中、更なるエネル

ギー需要の増加が見込まれるという、エネルギー安

全保障上の課題を抱えている。そのため、南シナ海

での海洋資源開発を急務とするが、「9 段線」を用

いて広範囲な海洋権益を主張する中国との緊張関

係を高めかねない取組を、いかに安定的に進められ

るかという難題に直面している。 

その困難ぶりは、これまでに幾つもの資源開発プ

ロジェクトが、中国の圧力を背景に延期されてきた

事実が表す。2007年頃、日系・米英系のエネルギー

会社は相次いでプロジェクトの延期を迫られた１５。

特に、英 BP社の件は注目を集めた。BPは、ベトナ

ム南東沖の大陸棚にある、同国最大規模の天然ガス

田ナムコンソン区域の開発に 1990 年頃から携わっ

ていた。同ガス田には 3つの鉱区（5.2、5.3、6.1）

があり、2002年以降、6.1鉱区でのガス生産が本格

化した。2007 年、BP は開発を拡大すべく、隣接す

る 5.2鉱区での調査に着手しようとしたが、これに

中国が強く反発、2002 年に採択された南シナ海行

動宣言（DOC）に反する行為であると重大な懸念を

表明した。この際、BP は中国から強い圧力を受け

ており、計画は頓挫した。 

こうした状況は今も続く。2018 年 3 月、ペトロ

ベトナムとスペインのエネルギー会社レプソルと

の共同資源開発が、中国の圧力を受けて延期になっ

たことが報道された。両社の別のプロジェクトは、

前年にも延期になっており、いずれも鉱区はベトナ

ムの大陸棚にある一方、中国が掲げる「9段線」に

含まれる位置にあった。 

こうしてみると、ベトナムの資源開発は幾度とな

く中国の圧力に晒されてきたことが分かる。他方、

見方を変えれば、それに挫けることなく、ベトナム

は粘り強く開発を試みてきたともいえる。その過程

で、ベトナムの資源開発におけるロシアの存在感が

次第に高まってきたことは注目に値する。 

2018年 5月、6.1鉱区での新たな天然ガス開発計

３．南シナ海政策の多角化を進めるベトナム 
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画が公となった。今般のベトナムの提携相手は、ロ

シア最大の国有石油会社ロスネフチであった。実は、

BP は、2010 年に発生した米メキシコ湾での原油流

出事故に係る資金を確保すべく、6.1鉱区に関する

権益を手放しており、それをロスネフチが 2013 年

に獲得していた。さらに、5.2・5.3 鉱区の開発も、

現在はベトナムとロシアとの共同プロジェクトに

なっている。BP は、2009 年に両鉱区から撤退して

おり、2012 年、その代わりにプロジェクトへの参

加を表明したのはガスプロムであった。今や、ナム

コンソン区域はロシア一色に染まったのである。 

興味深いことに、高まるロシアのプレゼンスに対

する中国の反応は今のところ控えめである。中国は、

こうしたベトナムの政策を批判したものの、ロスネ

フチやガスプロムに強い圧力をかけているとの話

は聞かない。また、ウィキリークスによって流出さ

れた情報によれば、南シナ海でのベトナムの資源開

発に対する中国の圧力が依然として続いていた

2008 年においても、ロシア系企業は無風にあった

１６。 

こうした中国の慎重な態度の背景に、ロシアとの

関係への配慮があることは想像に難くない。ベトナ

ムにとって、歴史的にもかかわりの深いロシアとの

協力は、資源開発分野においても重要な対中レバ

レッジになっているといえる。また、ロシアにとっ

ても、米中間の覇権争いという文脈では中国に与す

るとしても、そこには至らない水準においては、ベ

トナム等の ASEAN諸国との協力は、経済的利益を得

るための重要な施策となっている１７。もっとも、

先述したように、ベトナムとロスネフチの共同資源

開発が公になった時期と同じくして、中国は H6-K

をウッディ島に展開させており、中露関係にも依存

するロシアとの協力オプションが今後も無風であ

り続ける保証はない。 

 

 

米インド太平洋軍司令官が、「中国は今や、米国

との戦争には至らない様々なシナリオで、南シナ海

を支配する能力を得た」１８と評する状況を生み出

した過程は、中国に成功体験をもたらしただろう。

対照的に、比越は、急務である南シナ海の海洋資源

開発で十分な成功体験を収められていない。この非

対称性は、仲裁判断後、むしろ強まったようにみえ

る。不利な判断内容だったにも関わらず、中国は、

ドゥテルテ政権の親中政策を通じて、「9 段線」の

縁、フィリピン近海での資源開発に携わる機会を得

ている。第 3 国との共同資源開発は認めず、CNOOC

との開発を推進することで、結果的に「9段線」内

でのプレゼンスを高めるという、中国の新たな成功

体験が生まれつつある。同様の経験則が他のクレイ

マント国との間にも適用されれば、仲裁判断によっ

て否定されたはずの、「9 段線」内の中国の歴史的

権利は、あたかも存在し続けているかのようになる。 

果たして、こうした状況にあって、策定が試みら

れている COCは、いかなる意義を有し得るのだろう

か。内容が公になっていないため予断は許されない

が、少なくとも COCは、時計の針を戻すものではな

く、良くて現状維持を図るものになろう。その現状

が、今や中国による支配が危惧される海へと一変し

てしまっていることには注意を要する。いかにして、

これまで中国が南シナ海で得てきた経験則が、長期

的にみて成功体験を導かず、「航行の自由」を基盤

的原理とする、国際法に基づく海洋秩序に則ること

こそが安定と繁栄をもたらすことを示せるか。関係

各国には、ポスト COCを見据えた議論・取組が既に

求められている。（2018年 6月 11日脱稿） 
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